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未来の安心のために、

不動産と相続の問題解決について、

　　　　　　　　　　提案、実行致します。

株式会社 アセット・アドバイザー

☆☆☆　時候トピックス　☆☆☆

　日経新聞の6月28日付の朝刊に、前日迄にまとめた「社長100人アンケート」で、国内景気が半年前より「改善」または「改
善の兆しがある」とみる経営者が約５割と、前回調査（３月）の0.7％から大幅に増え、昨年３月の調査以来１年３カ月ぶりに
「悪化」を上回った。という記事がありました。国内の在庫調整についても約７割が９月迄に終わるとみるなど、景気の底打
ち感が広がっている。と書かれていました。日常生活では実感が薄いですが、日本経済は着実に前進しているようです。
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㈱アセット・アドバイザーからの情報通信

　☆☆☆　お知らせ　☆☆☆　　(株)アセット・アドバイザーでは、『毎月第三土曜日に無料相談会』を開催しています。「土地建物」や
「相続対策」でお困りの方、是非、ご活用下さい。次回は7月18日。時間は午前10時から午後３時まで、ご予約のうえお越し下さい。

　不動産を相続する際に、相続の
諸事情によって相続人が不動産
を共有しなければならない場合が
あります。アドバイスをする側から
は、父親の相続で母親が健在の
場合などに、母親と子供の共有を
選択することはありますが、兄弟
姉妹のみの財産共有は相続問題
の先送りと考えますので、基本的
に勧めることはありません。子供
達（兄弟姉妹）同士は、縁が濃い
ので財産共有に伴う問題を解決で
きると考えがちですが、将来、孫
やひ孫の代になれば縁が薄くなり
ますので、問題の解決に苦労する
ことが予想されるためです。
　 しかし、相談を受ける案件には、
既に共有になってしまっている場
合もあります。今回は、相続不動
産の共有登記を選択する場合の
実務的な問題点（特に費用負担）
について記載いたします。
　 相談に来られたKさんの事案で
は、父親の遺言状があり、Kさんに
土地A（50坪）を相続する旨の記載
がありました。遺言状には簡単な
図面があり、土地A（50坪）の位置
や間口奥行きが明示されていまし
た。同時に遺言状には、土地A（50
坪）の東隣地B（50坪）を兄に相続
する旨が記載されていました。
　しかし、 Kさんと兄には諸事情が
あって、この土地に対する測量や
、土地を分けるための分筆登記が
後回しになっていました。実際に
はAとBを合わせた100坪の土地が
ひとつの土地として登記所に存在

～　相続登記に関連する共有物分割の負担について　～

☆☆☆　通信トピックス　☆☆☆

していたのです。結果的に、その相
続登記は、Kさんと兄が100分の50
づつ、すなわち100坪の土地に対し
て各々2分の1を持分とした、共有の
登記がなされていました。しかし、K
さんにとっては遺言状通りではあり
ませんし、Kさん自身が、単独でこの
土地を利用する事は出来ません。
　共有物の分割は、不動産でも動産
でも、各共有者はいつでも共有物の
分割を他の共有者に請求する事が
出来ます。その方法には、①共有物
（現物）を分割して各々の単独所有
とする「現物分割」、②共有者の一
人が単独所有して、他の共有者に
対しては金銭等によって賠償する「
価格賠償」、③共有物を売却して得
た代金を分割する「代金分割」の3
つの方法があるとされています。当
事者間で分割しない旨を定める事（
5年以内、更新可）も出来ます。また
、当事者間で分割合意が得られな
い場合は、裁判所にその分割を請
求する事も出来ます。
　 Kさんの相談に対しては、分割の
手続きは可能です。との回答になり
ますが、やむを得ずとはいえ、共有
登記をしてしまった事で、２人にどん
な負担が生じるのでしょうか。この
手続きについては、二つの選択肢
がありました。イ）測量を実施して、K
さんと兄が土地の分筆登記をしてか
ら、各々が相続登記を行う。 ロ）相
続登記を優先して共有の登記をし、
共有物を分割する目的で測量を実
施し、土地の分筆登記をしてから、
各々が共有物分割を原因として単

独の所有を登記する。というもので
す。イ）にかかる費用は、測量費用
と分筆登記費用に、相続登記の司
法書士手数料と、相続登記に伴う
登録免許税が不動産価額（固定資
産評価証明書の価格）の1000分の
4（=0.4％）が必要になります。とこ
ろが、ロ）では、ｲ)の費用に加え、
共有物の分割に伴う登録免許税
が相続登記の時と同額（不動産価
額の1000分の4）必要で、この司法
書士手数料も必要になります。
　残念ながら、Kさんの場合には、
追加の負担が生じてしまいます。
　また、従前の共有持分の価格と
、分割後に所有する土地の価格に
差異が生じる場合には、贈与税や
不動産所得税が加算される場合
がありますので注意が必要です。
　一般には、現状と登記簿や公図
が異なる事例は実に多くあります。
直近では、相続税納税のため売却
期限が迫っている土地が、現状と
登記が大きく異なっており、相続登
記と売買契約を優先させることが
検討されました。しかし、厳しい資
金繰りの中で前記の負担増も問題
となり、関係者で協議し、結果的に
負担無く対処した例もありました。
　なお、分割はあくまで遺言状に基
く遺産分割の過程であり、共有物
分割ではないとして、その費用に
関して遺産分割での取扱いを争う
ことは想定できますが、税務署の
通達では、『当初の分割により共
同相続人に分属した財産を分割の
やり直しとして再分割した場合に
は、その再分割により取得した財
産は遺産分割により取得したもの
とはならない』 とされています。


